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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第113期

第３四半期
連結累計期間

第114期
第３四半期
連結累計期間

第113期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 31,132,135 30,254,428 41,054,883

経常利益 (千円) 603,917 680,621 805,640

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 417,910 471,027 324,450

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 541,901 549,353 427,270

純資産額 (千円) 16,941,685 17,279,801 16,827,054

総資産額 (千円) 28,363,111 28,602,591 26,918,757

１株当たり四半期(当期)純利益
金額

(円) 21.64 24.39 16.80

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 59.7 60.4 62.5

回次
第113期

第３四半期
連結会計期間

第114期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 9.31 4.03

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府及び日銀の景気対策により緩やかな回復基調が続いたもの

の、米国の金融政策や北朝鮮情勢の影響から、先行きは不透明な状況にあります。

配合飼料業界におきましては、主原料である米国産とうもろこしの価格は、作柄悪化懸念から一時上昇したもの

の、受給見通しの改善に伴い軟調に推移しました。副原料である大豆粕の価格も、軟調でした。海上運賃の相場は、

堅調に推移しました。

このような情勢のなか、当社は配合飼料の価格を４月に値上げしましたが、７月と10月に値下げしました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は302億54百万円（前年同期比2.8%減）となりました。利

益面につきましては、営業利益は６億52百万円（前年同期比11.5%増）となり、経常利益は６億80百万円（前年同期

比12.7%増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は４億71百万円（前年同期比12.7%増）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

飼料事業

売上高は291億81百万円（前年同期比2.5%減）となり、セグメント利益（営業利益）は７億35百万円（前年同期

比1.4%減）となりました。

畜産事業

売上高は10億72百万円（前年同期比11.9%減）となり、セグメント利益（営業利益）は１億88百万円（前年同期

比148.7%増）となりました。
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(2)財政状態の分析

(資産の部)

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ16億83百万円増加し、286億２百万円

となりました。これは主に、受取手形及び売掛金が15億43百万円増加したことによるものです。

(負債の部)

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ12億31百万円増加し、113億22百万円

となりました。これは主に、支払手形及び買掛金が12億63百万円増加したことによるものです。

(純資産の部)

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ４億52百万円増加し、172億79百万

円となりました。これは主に、利益剰余金が３億74百万円増加したことによるものです。

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

(4)研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は77百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 79,591,000

計 79,591,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年２月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,830,825 20,830,825
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は100株
であります。

計 20,830,825 20,830,825 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年12月31日 ─ 20,830,825 ─ 2,011,689 ─ 1,904,186

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成29年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,518,500

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 19,306,500 193,065 ─

単元未満株式 普通株式 5,825 ― ─

発行済株式総数 20,830,825 ― ―

総株主の議決権 ― 193,065 ―

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権20個)含まれて

おります。

② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）
日和産業株式会社

神戸市東灘区住吉
浜町19-５

1,518,500 ─ 1,518,500 7.3

計 ― 1,518,500 ─ 1,518,500 7.3

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,089,341 10,022,431

受取手形及び売掛金 8,224,391 ※2 9,767,816

商品及び製品 136,313 153,074

仕掛品 320,885 407,745

原材料及び貯蔵品 1,448,831 1,773,724

その他 362,475 448,743

貸倒引当金 △91,244 △99,334

流動資産合計 20,490,995 22,474,202

固定資産

有形固定資産 4,032,306 3,876,293

無形固定資産 14,656 13,566

投資その他の資産

長期貸付金 1,341,050 1,257,648

破産更生債権等 2,939,733 2,441,180

その他 1,079,854 1,157,700

貸倒引当金 △2,979,839 △2,618,000

投資その他の資産合計 2,380,798 2,238,529

固定資産合計 6,427,761 6,128,389

資産合計 26,918,757 28,602,591

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,073,348 ※2 5,336,995

短期借入金 4,569,000 4,569,000

未払法人税等 117,197 125,604

賞与引当金 111,836 58,378

その他 1,082,699 ※2 1,120,013

流動負債合計 9,954,081 11,209,992

固定負債

長期未払金 84,240 84,240

退職給付に係る負債 53,381 28,557

固定負債合計 137,621 112,797

負債合計 10,091,702 11,322,790

純資産の部

株主資本

資本金 2,011,689 2,011,689

資本剰余金 1,904,186 1,904,186

利益剰余金 13,013,351 13,387,816

自己株式 △295,696 △295,741

株主資本合計 16,633,529 17,007,950

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 191,635 267,131

繰延ヘッジ損益 1,889 4,719

その他の包括利益累計額合計 193,524 271,851

純資産合計 16,827,054 17,279,801

負債純資産合計 26,918,757 28,602,591
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

売上高 31,132,135 30,254,428

売上原価 28,359,684 27,461,480

売上総利益 2,772,450 2,792,948

販売費及び一般管理費 2,187,641 2,140,807

営業利益 584,808 652,141

営業外収益

受取利息 30,708 21,359

受取配当金 12,718 14,080

売電収入 39,782 37,843

その他 69,370 76,140

営業外収益合計 152,580 149,423

営業外費用

支払利息 47,220 47,159

支払手数料 31,244 31,244

売電費用 32,905 28,787

その他 22,102 13,751

営業外費用合計 133,472 120,942

経常利益 603,917 680,621

税金等調整前四半期純利益 603,917 680,621

法人税等 186,006 209,594

四半期純利益 417,910 471,027

親会社株主に帰属する四半期純利益 417,910 471,027
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

四半期純利益 417,910 471,027

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 68,469 75,496

繰延ヘッジ損益 55,521 2,830

その他の包括利益合計 123,991 78,326

四半期包括利益 541,901 549,353

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 541,901 549,353

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見

積実効税率を乗じて計算しております。

(四半期連結貸借対照表関係)

１ 保証債務

金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

10,000千円 9,000千円

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、

四半期連結会計期間末残高に含まれております。

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成29年12月31日)

受取手形 ― 374,334千円

支払手形 ― 2,906千円

その他
（設備関係支払手形）

― 2,026千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

減価償却費 331,253千円 313,240千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 96,567 5.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 96,561 5.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

報告セグメント 調整額
(千円)
(注１)

四半期連結損益
計算書計上額

(千円)
(注２)

飼料事業
(千円)

畜産事業
(千円)

計
(千円)

売上高

外部顧客への売上高 29,914,776 1,217,358 31,132,135 ― 31,132,135

セグメント間の内部売上高
又は振替高

627,824 ― 627,824 △627,824 ―

計 30,542,600 1,217,358 31,759,959 △627,824 31,132,135

セグメント利益 746,405 75,797 822,202 △237,393 584,808

(注)１ セグメント利益の調整額△237,393千円には各報告セグメントへ配賦していない費用（管理部門に係る費用

等）232,518千円が含まれております。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

決算短信（宝印刷） 2018年02月13日 17時19分 16ページ（Tess 1.50(64) 20171211_01）



― 13 ―

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

報告セグメント 調整額
(千円)
(注１)

四半期連結損益
計算書計上額

(千円)
(注２)

飼料事業
(千円)

畜産事業
(千円)

計
(千円)

売上高

外部顧客への売上高 29,181,622 1,072,805 30,254,428 ― 30,254,428

セグメント間の内部売上高
又は振替高

509,176 ― 509,176 △509,176 ―

計 29,690,799 1,072,805 30,763,605 △509,176 30,254,428

セグメント利益 735,719 188,501 924,220 △272,079 652,141

(注)１ セグメント利益の調整額△272,079千円には各報告セグメントへ配賦していない費用（管理部門に係る費用

等）276,871千円が含まれております。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 21円64銭 24円39銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 417,910 471,027

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

417,910 471,027

普通株式の期中平均株式数(株) 19,313,268 19,312,256

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成30年２月13日

日和産業株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 市 裕 之 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 内 田 聡 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日和産業株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成

29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日和産業株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成30年２月13日

【会社名】 日和産業株式会社

【英訳名】 NICHIWA SANGYO CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 取締役社長 中 澤 敬 史

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 神戸市東灘区住吉浜町19番地の５

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社取締役社長中澤敬史は、当社の第114期第３四半期（自 平成29年10月１日 至 平成29年12月31日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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